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ごあいさつ

　株主の皆様には、平素より格別のご高配を賜り

厚くお礼申しあげます。

　ここに当社第72期の決算の状況につきましてご

報告申しあげます。

　株主の皆様におかれましては、今後とも一層の

ご支援を賜りますようお願い申しあげます。
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事業報告（平成26年4月1日から平成27年3月31日まで）

1 企業集団の現況
(1) 当事業年度の事業の状況

① 事業の経過および成果
当連結会計年度におけるわが国経済は、政府の経済政策や日本銀行の金融緩和政策を背景として、株価の上昇や

企業収益の改善により緩やかな回復基調で推移しましたが、消費税率の引上げや円安に伴う輸入物価の上昇等の影
響もあり、個人消費の回復に遅れが見られるなど、全体として先行きの不透明な状況が続きました。

このような状況の中、当社グループはグループ総合営業力を強化し、収益拡大と財務基盤強化に取り組んでまい
りました。

以上の結果、当連結会計年度の売上高は1,009億68百万円（前年同期比9.7％減）、営業利益は18億14百万円
（前年同期比27.3％減）、経常利益は18億23百万円（前年同期比25.6％減）となりました。特別損益として連結
子会社における船舶事故に伴う受取保険金と損害賠償金を計上し、当期純利益は13億87百万円（前年同期比7.7％
減）となりました。

第71期 第72期 前年同期比

金額（百万円） 金額（百万円） 金額（百万円） 増減率

連結売上高 111,852 100,968 10,884減 9.7％減

連結営業利益 2,496 1,814 682減 27.3％減

連結経常利益 2,450 1,823 626減 25.6％減

連結当期純利益 1,503 1,387 115減 7.7％減
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　セグメント別の概況は、以下のとおりであります。

電機関連事業

売上高
21,584百万円
（前年同期比3.6%増）

生産設備関連の電気・電子機器の販売が好調に推移するとともに、建築
設備関連において大型物件の受渡しがあったこと等により、売上高、セグ
メント利益とも堅調に推移し、前年同期比で増収増益となりました。

以上の結果、売上高は215億84百万円（前年同期比3.6％増）、セグメ
ント利益は11億30百万円（前年同期比8.0％増）となりました。

20,827

第71期

21,584

第72期

売上高 （単位：百万円）

機械関連事業

売上高
7,830百万円

（前年同期比18.6%減）

産業機械は食品機械関連において物件の受渡しが順調に進んだものの、
農業施設で補助事業や前期のような大型物件の受渡しが減少したことによ
り、前年同期比で減収および損失の計上となりました。

以上の結果、売上高は78億30百万円（前年同期比18.6％減）、セグメ
ント損失１億88百万円（前年同期はセグメント利益３億36百万円）となり
ました。

9,622

第71期

7,830

第72期

売上高 （単位：百万円）

建材・燃料関連事業

売上高
49,170百万円

（前年同期比14.8%減）

建材関連は再開発工事向けの建築資材等が伸長したものの、工事発注の
遅延・減少による出荷数量の落ち込みや大型物件の受渡しが少なかったこ
とから減収となり、燃料関連は原油価格の大幅な変動によりガソリン・軽
油等の販売面で苦戦し、セグメントの実績は前年同期比で減収減益となり
ました。

以上の結果、売上高は491億70百万円（前年同期比14.8％減）、セグメ
ント利益は５億60百万円（前年同期比7.8％減）となりました。

57,723

第71期

49,170

第72期

売上高 （単位：百万円）
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海運関連事業

売上高
17,168百万円
（前年同期比5.5%減）

連結子会社のナラサキスタックス株式会社では、木材、一般貨物の取扱
いが順調に推移しましたが、鋼材の取扱いが落ち込み、前年同期比で減収
減益となりました。

以上の結果、売上高は171億68百万円（前年同期比5.5％減）、セグメ
ント利益は２億32百万円（前年同期比38.4％減）となりました。

18,158

第71期

17,168

第72期

売上高 （単位：百万円）

建設機械関連事業

売上高
5,213百万円

（前年同期比5.6%減）

震災復興、再開発工事等に伴う建設業界の設備投資需要に対し受渡しが
順調に進み、業績は前年同期を下回ったものの堅調に推移しました。

以上の結果、売上高は52億13百万円（前年同期比5.6％減）、セグメン
ト利益は２億50百万円（前年同期比13.9％減）となりました。

5,521

第71期

5,213

第72期

売上高 （単位：百万円）

　　（注）上記売上高は、外部顧客に対するものであります。

② 設備投資の状況
　海運関連事業において、連結子会社ナラサキスタックス株式会社が新造船12億26百万円の設備投資を実施いた
しました。

③ 資金調達の状況
　当連結会計年度における資金調達について、特に記載すべき事項はありません。
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(2) 直前3事業年度の財産および損益の状況

111,852
97,598 97,720

第71期
（平成26年3月期）

第70期
（平成25年3月期）

第69期
（平成24年3月期）

100,968

第72期
（平成27年3月期）

売上高 （単位：百万円）

1,503

683 693

第71期
（平成26年3月期）

第70期
（平成25年3月期）

第69期
（平成24年3月期）

1,387

第72期
（平成27年3月期）

当期純利益 （単位：百万円）

44,19642,429 41,616

第71期
（平成26年3月期）

第70期
（平成25年3月期）

第69期
（平成24年3月期）

43,277

第72期
（平成27年3月期）

総資産 （単位：百万円）

8,866

6,704 7,398

第71期
（平成26年3月期）

第70期
（平成25年3月期）

第69期
（平成24年3月期）

10,679

第72期
（平成27年3月期）

純資産 （単位：百万円）

57.04

26.18 26.43

第71期
（平成26年3月期）

第70期
（平成25年3月期）

第69期
（平成24年3月期）

52.50

第72期
（平成27年3月期）

1株当たり当期純利益 （単位：円）

325.96

247.27 271.94

第71期
（平成26年3月期）

第70期
（平成25年3月期）

第69期
（平成24年3月期）

391.58 

第72期
（平成27年3月期）

1株当たり純資産  （単位：円）

第69期
（平成24年3月期）

第70期
（平成25年3月期）

第71期
（平成26年3月期）

第72期
（当連結会計年度）
（平成27年3月期）

売上高 （百万円） 97,598 97,720 111,852 100,968
当期純利益 （百万円） 683 693 1,503 1,387
1株当たり当期純利益 （円） 26.18 26.43 57.04 52.50
総資産 （百万円） 42,429 41,616 44,196 43,277
純資産 （百万円） 6,704 7,398 8,866 10,679
1株当たり純資産 （円） 247.27 271.94 325.96 391.58

（注）１株当たり当期純利益は、自己株式を控除した期中平均発行済株式総数により、１株当たり純資産は、自己株式を控除した期末発行済株式
総数により算出しております。
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(3) 重要な子会社の状況
会社名 資本金

（百万円）
出資比率

（％） 主要な事業内容

ナラサキスタックス株式会社 421 90.2 海陸一貫輸送

ナラサキ石油株式会社 130 91.7 石油類の販売

(4) 対処すべき課題
　わが国経済は、平成27年に入り、内外需要の持ち直しに加え、円安・原油安効果により企業業績の改善や設備投資
の増加が緩やかに続き、震災復興関連工事の継続、東京オリンピック・パラリンピック開催に向けてのインフラ・施
設関連需要、北海道新幹線の札幌延伸および計画前倒し、国土強靭化計画（防災・耐震対策、長寿命化対策、農林水
産振興対策、エネルギー安定供給対策等）に基づく公共事業の伸長等が期待されており、景気は緩やかな回復軌道を
たどるものと予想されています。
　当社グループを取り巻く事業環境においては、人手不足・資材不足など不確実な要素はありますが、現場力を高め
て取引先のニーズをしっかり捉えるとともに、総合力を発揮して業績向上に努めてまいります。平成27年度より新た
に、「持続的成長の実現と企業の質を高めるための筋肉増強３カ年」と位置づけた中期経営計画 “ＡＤＶＡＮＣＥ　
to  the  ＮＥＸＴ　ＳＴＡＧＥ”～「持続的成長」実現と「企業の質」向上を目指して、弛まぬ前進を続ける～（2015
年４月～2018年３月）をスタートします。顧客第一主義を徹底して追求するとともに、目標達成に向けて積極果敢
にチャレンジし、グループ総合営業力を強化して収益拡大と財務基盤強化に取り組んでまいります。
　次の基本方針に基づき着実に実行して企業価値の向上に努めます。

❶ 現場力・連携力の強化によるグループ総合力の発揮
❷ コア事業の安定収益力強化
❸ アジア地域を中心としたグローバル市場の開拓と事業構築
❹ 環境・エネルギー分野ならびに先端技術分野への取組み強化
❺ 東北復興への貢献ならびに国内建設需要への対応強化
❻ 連結経営における財務体質の改善

　❼ コンプライアンス経営の徹底、コーポレートガバナンス体制の強化

　なお、当社は、平成26年３月25日と同年７月29日に独占禁止法違反の疑いがあるとして公正取引委員会の立入検
査を受け、３月の事案は平成27年１月20日に排除措置命令および課徴金納付命令を受け、７月の事案は調査が継続さ
れております。株主の皆様、関係者の皆様には、多大なご心配をおかけしておりますことを深くお詫び申しあげます。
このような事態になりましたことを厳粛かつ深刻に受け止め、再発防止に向けて入札手続きの管理強化、同業他社等
の接触規制厳格化などに取り組み、監査体制を整備・強化しております。独占禁止法遵守マニュアルを着実に実行し、
コンプライアンス意識の浸透と向上に取り組んでまいります。

　株主の皆様におかれましては、今後とも一層のご支援を賜りますようお願い申しあげます。
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(5) 主要な事業内容（平成27年3月31日現在）

事業区分 主要な取扱品目・事業

電機関連事業
配電制御機器、回転機器、FA機器等の販売
空調設備、電気設備、昇降機設備、太陽光発電システム等の販売
微細精密加工機ならびにシステムの販売
セラミックス、エンジニアリングプラスチック等各種高機能材料の受託加工および販売

機械関連事業 産業機械、農業施設ならびにそれらの設備・プラント等の販売

建材・燃料関連事業 セメント、生コンクリート、建築資材、土木資材、環境関連資材、輸入資材等の販売
石油製品、石油化学品、新エネルギー関連品、LPガス、アスファルト等の販売

海運関連事業 港湾運送、倉庫、内航運送、外航不定期航路、通関、海運代理店、航空運送代理店、一般貨物自動車運送、
海運仲立

建設機械関連事業 道路切削舗装機械、コンクリートポンプ車、ロータリー除雪車、その他建設機械の販売

(6) 主要な事業所（平成27年3月31日現在）

当社

本社（本店）
東 京 本 社
支 社
支 店

：北海道札幌市
：東京都中央区
：北海道札幌市
：北海道旭川市、北海道帯広市、宮城県仙台市、神奈川県横浜市、愛知県名古屋市、
　大阪府大阪市

ナラサキスタックス株式会社 北海道苫小牧市、東京都中央区
ナラサキ石油株式会社 北海道札幌市

(7) 従業員の状況（平成27年3月31日現在）

　① 企業集団の従業員の状況
事業区分 従業員数 前年同期末比増減

電機関連事業 145名 増減なし
機械関連事業 64 2名減
建材・燃料関連事業 143 4名増
海運関連事業 202 13名増

 建設機械関連事業 10 2名減
全社（共通） 98 4名増

合計 662 17名増
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　② 当社の従業員の状況
従業員数 前年同期末比増減 平均年齢 平均勤続年数
382名 2名増 41.5歳 16.6年

(8) 主要な借入先の状況（平成27年3月31日現在）

借入先 借入額（百万円）

三菱UFJ信託銀行株式会社 1,561
株式会社北洋銀行 1,516
株式会社北海道銀行 822
農林中央金庫 389
株式会社三菱東京UFJ銀行 361

2 会社の現況
(1) 株式の状況（平成27年3月31日現在）

① 発行可能株式総数 60,000,000株
② 発行済株式の総数 26,628,000株
③ 株主数 2,899名
④ 大株主（上位10名）

株主名 持株数（千株） 持株比率（％）

三菱電機株式会社 2,096 7.89
三菱UFJ信託銀行株式会社 1,156 4.35
東京海上日動火災保険株式会社 810 3.04
株式会社北洋銀行 717 2.70
ＳＩＸ　ＳＩＳ　ＬＴＤ. 600 2.25
ナラサキ産業社員持株会 579 2.17
日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口） 547 2.05
住友大阪セメント株式会社 545 2.05
江田幸雄 540 2.03
酒井重工業株式会社 498 1.87

　　（注）持株比率は自己株式（53,836株）を控除して計算しております。
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(2) 会社役員の状況
① 取締役および監査役の状況（平成27年3月31日現在）

会社における地位 氏名 担当および重要な兼職の状況

代表取締役会長 石　川　　　孝

代表取締役社長兼社長執行役員 中　村　克　久

代表取締役副社長兼副社長執行役員 吉　田　耕　二 管理部門統括　監査部、審査部担当

取締役兼常務執行役員 真　弓　喜久則 機械本部長

取締役兼常務執行役員 米　谷　寿　明 経営企画部長　人事部、営業企画部、安全環境部担当

取締役兼常務執行役員 池　上　健　治 電機本部長

取締役兼執行役員 皆良田　　　剛 新エネルギー事業開発部長　建設機械部担当

取締役兼執行役員 毎　原　吉　紀 経理部長　CSR室、IR・広報部、総務部担当

取締役兼執行役員 濱　谷　　　裕 建材・エネルギー本部長

取締役兼執行役員 西海谷　誠　心 北海道支社長　兼　北海道総務部長

取締役 山　本　昌　平
丸の内中央法律事務所　弁護士
株式会社メガハウス　社外監査役
株式会社バンダイ　社外監査役
トーイン株式会社　社外監査役

常勤監査役 窪　田　　　隆

常勤監査役 井　澤　　　龍

監査役 鈴　木　茂　夫 公認会計士

監査役 湯　尻　淳　也 弁護士法人小野総合法律事務所　パートナー弁護士

（注）1．取締役山本昌平氏は、社外取締役であります。
2．監査役鈴木茂夫氏および監査役湯尻淳也氏は、社外監査役であります。
3．監査役鈴木茂夫氏は、公認会計士の資格を有しており、財務および会計に関する相当程度の知見を有しております。
4．当社は、取締役山本昌平氏ならびに監査役鈴木茂夫氏および監査役湯尻淳也氏を東京証券取引所の定める独立役員として同証券取引所に

届け出ております。

9

会社役員の状況



② 取締役および監査役の報酬等の総額
区分 員数（名） 報酬等の総額（百万円）

取締役（うち社外取締役） 11（1） 196（2）

監査役（うち社外監査役） 4（2） 27（4）

合計 15 223
（注）1．取締役の報酬等の総額には、使用人兼務取締役の使用人分給与は含まれておりません。

2．平成26年６月27日開催の第71期定時株主総会において、取締役の報酬額を年額３億円以内、監査役の報酬額を年額5,000万円以内と決
議いただいております。

3．当事業年度末現在の取締役は11名（うち社外取締役1名）、監査役は4名（うち社外監査役2名）であります。

③ 社外役員に関する事項
イ．他の法人等の重要な兼職の状況および当社と当該他の法人等との関係

・取締役山本昌平氏は、丸の内中央法律事務所弁護士であり、当社は同事務所と顧問契約を締結しており
ます。また、株式会社メガハウス、株式会社バンダイ、トーイン株式会社の社外監査役を兼務してお
り、当社と株式会社メガハウス、株式会社バンダイ、トーイン株式会社との間には特別の関係はありま
せん。

・監査役湯尻淳也氏は、弁護士法人小野総合法律事務所パートナー弁護士であります。当社と弁護士法人
小野総合法律事務所との間には特別の関係はありません。

ロ．当事業年度における主な活動状況
活動状況

取締役　山本昌平
平成26年６月27日就任以降、当事業年度に開催された取締役会全11回のうち全て（100%）
に出席いたしました。弁護士としての専門的見地から議案審議等に必要な発言を適宜行って
おります。

監査役　鈴木茂夫
当事業年度に開催された取締役会全14回のうち全て（100%）に出席し、監査役会全14回の
うち全て（100%）に出席いたしました。公認会計士としての専門的見地から議案審議等に必
要な発言を適宜行っております。

監査役　湯尻淳也
当事業年度に開催された取締役会全14回のうち全て（100%）に出席し、監査役会全14回の
うち全て（100%）に出席いたしました。弁護士としての専門的見地から議案審議等に必要な
発言を適宜行っております。

ハ．責任限定契約の内容の概要
　当社と各社外役員は、会社法第427条第1項の規定に基づき、同法第423条第1項の損害賠償責任を限定する契
約を締結しております。当該契約に基づく損害賠償責任の限度額は、法令が規定する額であります。
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(3) 会計監査人の状況
① 名称　　　新日本有限責任監査法人
② 報酬等の額

支払額（百万円）

当事業年度に係る会計監査人としての報酬等の額 41

当社および子会社が会計監査人に支払うべき金銭その他の財産上の利益の合計額 41
　　（注）当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と金融商品取引法に基づく監査の監査報酬等の額を明確に区分しておら

ず、実質的にも区分できませんので、当事業年度に係る会計監査人としての報酬等の額にはこれらの合計額を記載しております。

③ 会計監査人の解任または不再任の決定の方針
　監査役会は、会計監査人の職務の執行に支障がある場合等、その必要があると判断した場合は、株主総会に提出
する会計監査人の解任または不再任に関する議案の内容を決定いたします。また会計監査人が会社法第340条第
１項各号に定める項目に該当すると認められる場合は、監査役全員の同意に基づき、会計監査人を解任いたしま
す。この場合、監査役会が選定した監査役は、解任後最初に招集される株主総会において、会計監査人を解任した
旨およびその理由を報告いたします。

(4) 業務の適正を確保するための体制
　取締役の職務の執行が法令および定款に適合することを確保するための体制その他会社の業務の適正を確保するた
めの体制についての決定内容の概要は以下のとおりであります。

① 取締役・使用人の職務の執行が法令および定款に適合することを確保するための体制
　ナラサキ産業グループ企業倫理行動基準に基づき公正な企業活動を展開し、コンプライアンスを徹底するための
規程類の整備や体制を構築する。
　社外取締役および社外監査役が取締役会に出席することにより、業務執行の決定における客観性の確保および妥
当性の向上を図っております。
　各部署の内部管理責任者を通して報告されたコンプライアンスをはじめとする、あらゆるリスク情報は、毎月定
期的に開催されるリスク管理委員会において審議し問題点の把握と対策に努めております。委員会で審議された
内容は代表取締役を委員長とするＣＳＲ委員会に報告され、法令および定款の遵守状況を把握する体制を構築して
おります。企業倫理行動基準および企業倫理事例集を使用して、内部管理責任者研修および各階層別研修において
教育を実施し、法令および定款の遵守を徹底しております。法令および定款に違反する行為を発見した場合の報告
体制として、弁護士と連携した内部通報制度を構築しており、通報を受けた場合の調査および報告体制も整備して
おります。
　市民社会の秩序や安全に脅威を与える反社会的勢力とは一切の関係を持たず、毅然とした態度で対応します。
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② 取締役の職務の執行に係る情報の保存および管理に関する体制
　取締役の職務執行に係る情報および文書の取扱は、当社社内規程および取扱要領等に従い、適切に保存および管
理し、取締役および監査役はこれらの文書等を常時閲覧できるものとなっております。総務部担当取締役が管理責
任者となり、文書等保存状況を定期的に検証し、必要に応じて各規程等を見直しております。

③ 損失の危険の管理に関する規程その他の体制
　リスクの発生防止と緊急事態発生時の対応のため、リスク管理規程に基づき体制整備を行っております。
　各部署所管業務に付随するリスク管理は、それぞれの担当部署が規程およびマニュアルに従って行い、営業部門
においては営業企画部が統括し、会社全体のリスク管理は経営企画部が行います。リスク要因となるあらゆる情報
は各部署の内部管理責任者から統括部署を通じてCSR室に集まり、担当取締役に報告する体制を構築しており、緊
急時には緊急事態対策本部が設置され適時適切な対応ができる体制となっております。代表取締役を委員長とす
るCSR委員会が「リスク管理委員会」「情報セキュリティ委員会」「災害対策委員会」等の各種委員会を統括し、
マニュアル等の整備や教育の実施により、企業倫理、法令遵守、情報管理、災害対策体制等の徹底を図っておりま
す。

④ 取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制
　年度事業計画は、中期経営計画に基づき各業務執行ラインにおいて定めた目標をもとに作成し、目標達成の進捗
状況は経営会議において定期的に報告しております。職務の執行については、取締役会規程および職務権限規程に
基づく意思決定ルールに従い、適正かつ効率的に行われる体制をとっております。

⑤ 当社ならびにその子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための体制
　当社グループ全体の会議を開催し、経営方針、年度計画、目標数値の進捗状況等の審議ならびに報告を通して情
報の共有化を図っております。関係会社権限規程に基づき、子会社の業務が適正かつ効率的に行われ、子会社を担
当する当社取締役は業績目標達成状況の把握とともに、リスク管理状況を把握して経営会議に報告しております。
　子会社においても各部署の内部管理責任者から、コンプライアンスをはじめとする、あらゆるリスク情報が報告
され問題点の把握と対策に努めており、その結果は親会社である当社に報告される体制となっております。コンプ
ライアンスおよびリスク管理等に関して、当社および子会社の委員会が連携し、当社グループの内部統制強化を図
っております。
　子会社における内部通報制度は、独自の内部通報体制のほか、弁護士および当社への通報体制も構築しておりま
す。
　当社および子会社において親会社内部監査部門の定期的監査を行い、その結果を取締役会に報告しております。

⑥ 監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用人に関する事項
　監査役の職務を補助する部署は監査部および総務部としております。

⑦ 上記の使用人の取締役からの独立性に関する事項
　監査役の職務を補助する従業員の人事異動については監査役会の同意を必要とします。
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⑧ 当社ならびに子会社の取締役および使用人が監査役に報告をするための体制その他の監査役への報
告に関する体制

　監査役が出席する取締役会および経営会議において、取締役会付議案件に関連する事項および経営会議付議案件
に関連する事項について報告しております。当社ならびに子会社の取締役および従業員は、次のとおり報告および
情報提供を行います。イ．経営状況として重要な事項　ロ．会社に著しい損害を及ぼすおそれのある事項　ハ．
内部統制システムに関わる部署および委員会の活動状況　ニ．内部監査の活動状況　ホ．重要な会計基準の変更
ヘ．内部通報制度による通報状況および内容
　監査役は、グループ監査役会を開催し子会社監査役と連携することにより情報の把握に努め、監査の実効性を高
めております。
　監査役が当社ならびに子会社の取締役および従業員に報告を求めた場合は、速やかに報告するものとし、報告し
たことを理由に不利益な取扱いをしないものとします。
　監査役が職務の執行について生ずる費用の前払いまたは償還等の請求をしたときは、当該請求に係る費用または
債務を適切に処理します。

⑨ その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制
　監査の実効性を高めるため、監査役会は代表取締役社長、会計監査人とそれぞれ定期的に意見交換会を開催して
おります。

⑩ 財務報告の信頼性を確保するための体制
　当社および当社グループの財務報告の信頼性を確保するため、内部統制の基本方針を定めた「財務報告に係る内
部統制規程」および内部統制を整備・運用・評価するための実施要領に基づき、適正かつ有効な内部統制システム
を構築しております。

(5) 剰余金の配当等の決定方針
　当社は、財務体質の強化と今後の事業展開に必要な内部留保の充実を図りつつ、収益状況に応じて、安定的な配当
を行うことを基本としております。
　中長期的な視点に立ち、成長が見込まれる事業分野に経営資源を投入し、企業価値の持続的な向上に努めてまいり
ます。
　当事業年度の期末配当金につきましては、1株につき７円とさせていただきました。
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連結計算書類

連結貸借対照表 （単位：百万円）

科目 (ご参考) 第71期
平成26年3月31日現在

第72期
平成27年3月31日現在 科目 (ご参考) 第71期

平成26年3月31日現在
第72期

平成27年3月31日現在

（資産の部）

流動資産

現金及び預金

受取手形及び売掛金

商品及び製品

原材料及び貯蔵品

繰延税金資産

その他

貸倒引当金

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物

機械装置及び運搬具

土地

リース資産

その他

無形固定資産

投資その他の資産

投資有価証券

繰延税金資産

退職給付に係る資産

その他

貸倒引当金

31,610

6,734

23,022

514

43

203

1,116

△25

12,586

8,436

1,292

755

5,744

605

38

67

4,082

2,111

472

626

921

△49

29,080

6,296

20,683

639

31

200

1,243

△12

14,196

9,455

1,205

1,958

5,740

504

46

89

4,651

2,300

366

1,077

916

△8

（負債の部）
流動負債 29,783 27,163

支払手形及び買掛金 22,808 20,694
短期借入金 2,300 2,200
1年内返済予定の長期借入金 2,142 1,948
リース債務 157 159
未払法人税等 742 511
賞与引当金 352 357
その他 1,281 1,293

固定負債 5,546 5,434
社債 200 200
長期借入金 2,838 1,738
長期未払金 370 1,489
リース債務 482 374
役員退職慰労引当金 231 100
特別修繕引当金 27 46
退職給付に係る負債 1,019 1,002
その他 375 483

負債合計 35,330 32,598
（純資産の部）
株主資本 8,388 9,811

資本金 2,354 2,354
資本剰余金 1,308 1,322
利益剰余金 4,752 6,154
自己株式 △27 △20

その他の包括利益累計額 215 552
その他有価証券評価差額金 294 351
繰延ヘッジ損益 0 1
退職給付に係る調整累計額 △79 198

少数株主持分 262 315
純資産合計 8,866 10,679

資産合計 44,196 43,277 負債・純資産合計 44,196 43,277
（注）記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。
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連結損益計算書 （単位：百万円）

科目
(ご参考) 第71期
平成25年4月 1 日から
平成26年3月31日まで

第72期
平成26年4月 1 日から
平成27年3月31日まで

売上高 111,852 100,968
売上原価 102,382 92,128

売上総利益 9,470 8,840
販売費及び一般管理費 6,973 7,025

営業利益 2,496 1,814
営業外収益 161 166

受取利息 17 18
受取配当金 25 30
持分法投資利益 20 13
賃貸料 68 67
その他 28 36

営業外費用 208 157
支払利息 142 109
その他 65 47
経常利益 2,450 1,823

特別利益 41 790
固定資産売却益 37 4
投資有価証券売却益 － 3
受取保険金 － 782
負ののれん発生益 4 －

特別損失 11 217
固定資産処分損 11 4
厚生年金基金解散損失 － 99
課徴金 － 12
損害賠償金 － 94
その他 － 6
税金等調整前当期純利益 2,479 2,397
法人税、住民税及び事業税 1,028 1,011
法人税等調整額 △77 △57
法人税等合計 950 954
少数株主損益調整前当期純利益 1,529 1,443
少数株主利益 25 55
当期純利益 1,503 1,387

（注）記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。
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連結株主資本等変動計算書
第72期（平成26年4月1日から平成27年3月31日まで） （単位：百万円）

株主資本
資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

当期首残高 2,354 1,308 4,752 △27 8,388
会計方針の変更による
累積的影響額 199 199

会計方針の変更を反映し
た当期首残高 2,354 1,308 4,951 △27 8,587
連結会計年度中の変動額

剰余金の配当 △184 △184
当期純利益 1,387 1,387
自己株式の取得 △0 △0
自己株式の処分 13 7 20
株主資本以外の項目の連結
会計年度中の変動額(純額)

連結会計年度中の変動額合計 － 13 1,203 6 1,223
当期末残高 2,354 1,322 6,154 △20 9,811

その他の包括利益累計額
少数株主持分 純資産合計そ の 他 有 価 証

券 評 価 差 額 金
繰 延 ヘ ッ ジ
損 益

退職給付に係る
調 整 累 計 額

そ の 他 の 包 括
利益累計額合計

当期首残高 294 0 △79 215 262 8,866
会計方針の変更による
累積的影響額 199

会計方針の変更を反映し
た当期首残高 294 0 △79 215 262 9,066
連結会計年度中の変動額

剰余金の配当 △184
当期純利益 1,387
自己株式の取得 △0
自己株式の処分 20
株主資本以外の項目の連結
会計年度中の変動額(純額) 57 1 278 336 53 389

連結会計年度中の変動額合計 57 1 278 336 53 1,613
当期末残高 351 1 198 552 315 10,679

（注）記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。
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（ご参考）第71期（平成25年4月1日から平成26年3月31日まで） （単位：百万円）

株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

当期首残高 2,354 1,298 3,379 △35 6,997

連結会計年度中の変動額

剰余金の配当 △131 △131

当期純利益 1,503 1,503

自己株式の取得 △0 △0

自己株式の処分 10 9 19
株主資本以外の項目の連結
会計年度中の変動額(純額)

連結会計年度中の変動額合計 － 10 1,372 8 1,390

当期末残高 2,354 1,308 4,752 △27 8,388

その他の包括利益累計額
少数株主持分 純資産合計そ の 他 有 価 証

券 評 価 差 額 金
繰 延 ヘ ッ ジ
損 益

退職給付に係る
調 整 累 計 額

そ の 他 の 包 括
利益累計額合計

当期首残高 155 0 － 156 244 7,398

連結会計年度中の変動額

剰余金の配当 △131

当期純利益 1,503

自己株式の取得 △0

自己株式の処分 19
株主資本以外の項目の連結
会計年度中の変動額(純額) 138 △0 △79 59 17 77

連結会計年度中の変動額合計 138 △0 △79 59 17 1,467

当期末残高 294 0 △79 215 262 8,866
（注）記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。
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計算書類

貸借対照表 （単位：百万円）

科目 (ご参考) 第71期
平成26年3月31日現在

第72期
平成27年3月31日現在 科目 (ご参考) 第71期

平成26年3月31日現在
第72期

平成27年3月31日現在

（資産の部）
流動資産

現金及び預金
受取手形
売掛金
商品及び製品
前渡金
前払費用
繰延税金資産
未収入金
その他
貸倒引当金

固定資産
有形固定資産

建物
構築物
機械及び装置
車両及び運搬具
器具及び備品
土地
リース資産

無形固定資産
電話加入権
ソフトウエア
リース資産

投資その他の資産
投資有価証券
関係会社株式
出資金
破産更生債権等
長期前払費用
差入保証金
繰延税金資産
前払年金費用
その他
貸倒引当金

27,523
4,817
5,658

15,597
403
677
75

149
137
14

△8
6,144
2,426

298
42
23
0
8

1,961
92
36
16
15
3

3,681
1,141

815
1

38
2

563
179
810
167

△38

24,844
4,327
6,395

12,677
527
642
85

115
73
7

△8
6,305
2,377

285
36
19
－
6

1,958
71
63
16
44
2

3,863
1,276

815
1
1
2

568
76

929
193
△1

（負債の部）
流動負債 24,061 21,213

支払手形 6,135 6,234
買掛金 14,309 12,151
短期借入金 200 100
1年内返済予定の長期借入金 1,519 1,420
リース債務 41 41
未払金 16 6
未払費用 107 108
未払法人税等 667 145
未払消費税等 51 166
前受金 745 563
預り金 19 27
前受収益 1 2
賞与引当金 243 244
その他 2 1

固定負債 2,886 2,221
長期借入金 1,764 1,192
リース債務 60 37
退職給付引当金 565 470
役員退職慰労引当金 128 －
その他 367 520

負債合計 26,947 23,434
（純資産の部）
株主資本 6,446 7,409

資本金 2,354 2,354
資本剰余金 1,308 1,322

資本準備金 619 619
その他資本剰余金 688 702

利益剰余金 2,809 3,752
その他利益剰余金 2,809 3,752

繰越利益剰余金 2,809 3,752
自己株式 △27 △20

評価・換算差額等 274 306
その他有価証券評価差額金 274 306

純資産合計 6,720 7,715
資産合計 33,668 31,149 負債・純資産合計 33,668 31,149

（注）記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。
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損益計算書 （単位：百万円）

科目
(ご参考) 第71期
平成25年4月 1 日から
平成26年3月31日まで

第72期
平成26年4月 1 日から
平成27年3月31日まで

売上高 92,611 82,541
売上原価 86,019 76,409

売上総利益 6,592 6,131
販売費及び一般管理費 4,548 4,654

営業利益 2,043 1,477
営業外収益 144 164

受取利息 17 17
受取配当金 57 69
賃貸料 56 54
その他 13 22

営業外費用 135 98
支払利息 78 54
その他 56 44
経常利益 2,052 1,543

特別利益 － 3
投資有価証券売却益 － 3

特別損失 55 15
固定資産処分損 － 3
課徴金 － 12
減損損失 55 －
税引前当期純利益 1,997 1,530
法人税、住民税及び事業税 871 575
法人税等調整額 △80 27
法人税等合計 790 602
当期純利益 1,206 928

（注）記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。
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株主資本等変動計算書
第72期（平成26年4月1日から平成27年3月31日まで） （単位：百万円）

株主資本

資本金
資本剰余金 利益剰余金

資本準備金 そ の 他
資 本 剰 余 金

資 本 剰 余 金
合 計

その他利益剰余金 利 益 剰 余 金
合 計繰 越 利 益

剰 余 金
当期首残高 2,354 619 688 1,308 2,809 2,809

会計方針の変更による
累積的影響額 199 199

会計方針の変更を反映し
た当期首残高 2,354 619 688 1,308 3,009 3,009
事業年度中の変動額

剰余金の配当 △184 △184
当期純利益 928 928
自己株式の取得
自己株式の処分 13 13
株主資本以外の項目の
事業年度中の変動額(純額)

事業年度中の変動額合計 － － 13 13 743 743
当期末残高 2,354 619 702 1,322 3,752 3,752

株主資本 評価・換算差額等
純資産合計自己株式 株主資本合計 そ の 他 有 価 証 券

評 価 差 額 金
評価・換算差額等
合 計

当期首残高 △27 6,446 274 274 6,720
会計方針の変更による
累積的影響額 199 199

会計方針の変更を反映し
た当期首残高 △27 6,645 274 274 6,919
事業年度中の変動額

剰余金の配当 △184 △184
当期純利益 928 928
自己株式の取得 △0 △0 △0
自己株式の処分 7 20 20
株主資本以外の項目の
事業年度中の変動額(純額) 31 31 31

事業年度中の変動額合計 6 763 31 31 795
当期末残高 △20 7,409 306 306 7,715

（注）記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。
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（ご参考）第71期（平成25年4月1日から平成26年3月31日まで） （単位：百万円）
株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

資本準備金 そ の 他
資 本 剰 余 金

資 本 剰 余 金
合 計

その他利益剰余金
利 益 剰 余 金
合 計繰 越 利 益

剰 余 金
当期首残高 2,354 619 678 1,298 1,734 1,734
事業年度中の変動額

剰余金の配当 △131 △131
当期純利益 1,206 1,206
自己株式の取得
自己株式の処分 10 10
株主資本以外の項目の
事業年度中の変動額(純額)

事業年度中の変動額合計 － － 10 10 1,075 1,075
当期末残高 2,354 619 688 1,308 2,809 2,809

株主資本 評価・換算差額等
純資産合計

自己株式 株主資本合計 そ の 他 有 価 証 券
評 価 差 額 金

評価・換算差額等
合 計

当期首残高 △35 5,352 150 150 5,503
事業年度中の変動額

剰余金の配当 △131 △131
当期純利益 1,206 1,206
自己株式の取得 △0 △0 △0
自己株式の処分 9 19 19
株主資本以外の項目の
事業年度中の変動額(純額) 123 123 123

事業年度中の変動額合計 8 1,093 123 123 1,217
当期末残高 △27 6,446 274 274 6,720

（注）記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。
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監査報告

連結計算書類に係る会計監査報告

独立監査人の監査報告書
平成27年5月12日

ナラサキ産業株式会社
取締役会　御中

新日本有限責任監査法人
指定有限責任社員 公認会計士 定 留 尚 之 ㊞業 務 執 行 社 員
指定有限責任社員 公認会計士 吉 田 雅 彦 ㊞業 務 執 行 社 員

　当監査法人は、会社法第444条第4項の規定に基づき、ナラサキ産業株式会社の平成26年4月1日から平成27年3月31日までの連結
会計年度の連結計算書類、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表について監査を
行った。
連結計算書類に対する経営者の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連結計算書類を作成し適正に表示するこ
とにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない連結計算書類を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断し
た内部統制を整備及び運用することが含まれる。
監査人の責任
　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から連結計算書類に対する意見を表明することにある。
当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に連結
計算書類に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、これに基づき監査を実施するこ
とを求めている。
　監査においては、連結計算書類の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実施される。監査手続は、当監査法人の
判断により、不正又は誤謬による連結計算書類の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用される。監査の目的は、内
部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査
手続を立案するために、連結計算書類の作成と適正な表示に関連する内部統制を検討する。また、監査には、経営者が採用した会計
方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての連結計算書類の表示を検討することが含まれ
る。
　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。
監査意見
　当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、ナラサキ産業株
式会社及び連結子会社からなる企業集団の当該連結計算書類に係る期間の財産及び損益の状況をすべての重要な点において適正に表
示しているものと認める。
利害関係
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上
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計算書類に係る会計監査報告

独立監査人の監査報告書
平成27年5月12日

ナラサキ産業株式会社
取締役会　御中

新日本有限責任監査法人
指定有限責任社員 公認会計士 定 留 尚 之 ㊞業 務 執 行 社 員
指定有限責任社員 公認会計士 吉 田 雅 彦 ㊞業 務 執 行 社 員

　当監査法人は、会社法第436条第2項第1号の規定に基づき、ナラサキ産業株式会社の平成26年4月1日から平成27年3月31日まで
の第72期事業年度の計算書類、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表並びにその附属明細書に
ついて監査を行った。

計算書類等に対する経営者の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して計算書類及びその附属明細書を作成し適
正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない計算書類及びその附属明細書を作成し適正に表示す
るために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。
監査人の責任
　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から計算書類及びその附属明細書に対する意見を表明す
ることにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当
監査法人に計算書類及びその附属明細書に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、
これに基づき監査を実施することを求めている。
　監査においては、計算書類及びその附属明細書の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実施される。監査手続
は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による計算書類及びその附属明細書の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及
び適用される。監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価の実施に
際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、計算書類及びその附属明細書の作成と適正な表示に関連する内部統制を検
討する。また、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体とし
ての計算書類及びその附属明細書の表示を検討することが含まれる。
　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。
監査意見
　当監査法人は、上記の計算書類及びその附属明細書が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、
当該計算書類及びその附属明細書に係る期間の財産及び損益の状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。
利害関係
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上
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監査役会の監査報告

監　査　報　告　書

　当監査役会は、平成26年4月1日から平成27年3月31日までの第72期事業年度の取締役の職務の執行に関して、各監査役が作成し

た監査報告書に基づき、審議の上、本監査報告書を作成し、以下のとおり報告いたします。

1．監査役及び監査役会の監査の方法及びその内容

　監査役会は、監査の方針、職務の分担等を定め、各監査役から監査の実施状況及び結果について報告を受けるほか、取締役等及び

会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。

　各監査役は、監査役会が定めた監査役監査の基準に準拠し、監査の方針、職務の分担等に従い、取締役、監査部その他の使用人等

と意思疎通を図り、情報の収集及び監査の環境の整備に努めるとともに、取締役会その他重要な会議に出席し、取締役及び使用人等

からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求め、重要な決裁書類等を閲覧し、本社及び主要な事業所におい

て業務及び財産の状況を調査いたしました。

　また、事業報告に記載されている取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制その他株式会社の業務

の適正を確保するために必要なものとして会社法施行規則第100条第1項及び第3項に定める体制の整備に関する取締役会決議の内

容及び当該決議に基づき整備されている体制（内部統制システム）について、取締役及び使用人等からその構築及び運用の状況につ

いて定期的に報告を受け、必要に応じて説明を求め、意見を表明いたしました。子会社については、子会社の取締役及び監査役等と

意思疎通及び情報の交換を図り、必要に応じて子会社から事業の報告を受けました。以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業

報告及びその附属明細書について検討いたしました。

　さらに、会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監視及び検証するとともに、会計監査人からそ

の職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。また、会計監査人から「職務の遂行が適正に行われること

を確保するための体制」（会社計算規則第131条各号に掲げる事項）を「監査に関する品質管理基準」（平成17年10月28日企業会

計審議会）等に従って整備している旨の通知を受け、必要に応じて説明を求めました。以上の方法に基づき、当該事業年度に係る計

算書類（貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表）及びその附属明細書並びに連結計算書類（連結貸借対照

表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表）について検討いたしました。
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2．監査の結果

(1) 事業報告等の監査結果

一　事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正しく示しているものと認めます。

二　取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令もしくは定款に違反する重大な事実は認められません。

三　内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認めます。また、当該内部統制システムに関する事業報告の

記載内容及び取締役の職務の執行についても、指摘すべき事項は認められません。

　　なお、事業報告に記載のとおり、当社は平成26年３月25日と同年７月29日に独占禁止法違反の疑いで公正取引委員会の立

入り検査を受け、３月の事案は平成27年１月20日に排除措置命令および課徴金納付命令を受け、７月の事案は調査が継続さ

れております。監査役会としましては、コンプライアンスの徹底と再発防止のための諸施策が実行されていることを引き続

き確認してまいります。

(2) 計算書類及びその附属明細書の監査結果

　会計監査人新日本有限責任監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

(3) 連結計算書類の監査結果

　会計監査人新日本有限責任監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

平成27年5月12日

ナラサキ産業株式会社　監査役会

常勤監査役 窪 田 　 隆 ㊞
常勤監査役 井 澤 　 龍 ㊞
社外監査役 鈴 木 茂 夫 ㊞
社外監査役 湯 尻 淳 也 ㊞

以　上
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見やすく読みまちがえにくい
ユニバーサルデザインフォント
を採用しています。

裏表紙


